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向
上
、自
動
車
グ
リ
ー
ン
税
制
に
よ
る
低
公
害

車
の
普
及
促
進
、貨
物
自
動
車
の
大
型
化
を
は

じ
め
と
す
る
物
流
の
効
率
化
な
ど
の
対
策
の

効
果
で
あ
る
と
考
え
て
い
ま
す
。

国
土
交
通
省
の
取
組
み

我
が
国
は
、
京
都
議
定
書
策
定
後
、
上
述

の
目
達
計
画
を
閣
議
決
定
し
、
さ
ら
に
京

都
議
定
書
の
第
１
約
束
期
間
の
始
ま
る
昨
年

３
月
に
施
策
の
見
直
し
を
行
い
、
そ
の
全
部

を
改
定
し
ま
し
た
。
改
定
後
の
目
達
計
画
に

お
け
る
国
土
交
通
省
関
係
の
対
策
は
、
図
３

の
と
お
り
で
す
。

ま
た
、
国
土
交
通
省
と
し
て
は
、
環
境
問

題
に
対
す
る
取
組
み
を
強
化
す
る
た
め
の
施

策
体
系
を
再
構
築
し
、「
環
境
行
動
計
画
２
０

０
８
」
を
策
定
し
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
50
年
ま
で
の
長
期
目
標
を
現
状
か

ら
60
〜
80
％
削
減
す
る
低
炭
素
社
会
を
目
指

し
て
、
昨
年
７
月
に
、「
低
炭
素
社
会
づ
く
り

行
動
計
画
」
を
閣
議
決
定
し
ま
し
た
。
こ
の

行
動
計
画
に
は
、
国
土
交
通
省
関
係
の
政
策

で
あ
る
電
気
自
動
車
や
燃
料
電
池
自
動
車
な

ど
の
次
世
代
自
動
車
の
導
入
、
２
０
０
年
住

宅
な
ど
の
省
エ
ネ
・
長
寿
命
住
宅
の
普
及
、

低
炭
素
型
の
都
市
・
地
域
づ
く
り
、
Ｃ
Ｏ
２
排

現
在
、
我
々
の
社
会
が
抱
え
る
共
通
の
課

題
と
し
て
、
地
球
温
暖
化
、
資
源
の
浪
費
、

生
態
系
の
破
壊
な
ど
地
球
規
模
の
問
題
が
深

刻
化
し
て
お
り
、
地
球
環
境
問
題
の
解
決
は
、

人
類
の
生
存
基
盤
に
関
わ
る
最
重
要
課
題
の

１
つ
と
な
っ
て
い
ま
す
。

我
が
国
は
、
京
都
議
定
書
に
基
づ
き
、
温

室
効
果
ガ
ス
を
１
９
９
０
年
度
比
６
％
削
減

す
る
こ
と
を
国
際
的
に
公
約
し
て
お
り
、
こ

の
削
減
目
標
実
現
の
た
め
、
２
０
０
５
年
４

月
に
京
都
議
定
書
目
標
達
成
計
画
（
以
下
、

「
目
達
計
画
」）
を
策
定
し
、
政
府
、
地
方
公

共
団
体
、
事
業
者
、
国
民
が
一
体
と
な
っ
て

地
球
温
暖
化
対
策
を
推
進
し
て
い
ま
す
。

国
土
交
通
省
で
は
、
社
会
資
本
整
備
や
交

通
政
策
な
ど
の
推
進
を
通
じ
た
経
済
社
会
の

発
展
と
国
民
生
活
の
向
上
へ
の
貢
献
を
使
命

と
し
て
お
り
、
こ
れ
を
踏
ま
え
、
持
続
可
能

な
社
会
を
構
築
し
て
い
く
た
め
、
低
炭
素
社

会
、
循
環
型
社
会
、
自
然
共
生
社
会
の
３
つ

を
統
合
的
に
実
現
す
る
環
境
政
策
へ
の
取
組

み
を
推
進
し
て
い
ま
す
。

こ
こ
で
は
、国
土
交
通
省
の
地
球
温
暖
化
対

策
の
概
要
と
国
内
外
の
動
向
を
紹
介
し
ま
す
。

我
が
国
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
の
現
状

我
が
国
の
07
年
度
の
温
室
効
果
ガ
ス
排
出

量
は
、
中
越
沖
地
震
に
よ
る
原
子
力
発
電
所

の
停
止
の
影
響
な
ど
に
よ
り
約
13
億
７
１
０

０
万
ト
ン
（
Ｃ
Ｏ
２
換
算
、
以
下
同
じ
）
と
な

っ
て
お
り
、
基
準
年
（
90
年
度
）

に
比
べ
て
８
・
７
％
、
前
年
度

（
06
年
度
）
に
比
べ
て
も
２
・
３
％

増
加
し
て
い
ま
す
。
そ
の
た
め
、

森
林
に
よ
る
Ｃ
Ｏ
２
吸
収
、
途
上
国

で
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
削
減
協
力
な
ど
を

算
入
す
る
京
都
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
加

味
し
て
も
、
国
際
公
約
で
あ
る

６
％
の
削
減
に
は
、
今
後
、
９
・

３
％
以
上
の
削
減
が
必
要
で
す

（
図
１
）。

一
方
、運
輸
部
門
は
、01
年
度
に

ピ
ー
ク
に
達
し
て
以
来
、
常
に
前

年
度
の
排
出
量
を
下
回
っ
て
お
り
、

概
ね
順
調
に
削
減
が
進
ん
で
い
ま

す（
図
２
）。こ
れ
は
、ト
ッ
プ
ラ
ン

ナ
ー
基
準
に
よ
る
自
動
車
の
燃
費

地
球
環
境
問
題
に
対
す
る
取
組
み

総
合
政
策
局
　
環
境
政
策
課

地
球
温
暖
化
対
策
の
国
内
外
の
動
向
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図１　我が国の温室効果ガス排出量

図2 運輸部門におけるCO2排出量
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特集■地球環境時代に対応したくらしづくり

出
量
の
少
な
い
交
通
輸
送
網
の
整
備
な
ど
の

具
体
的
な
政
策
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

国
際
的
な
動
き

昨
年
夏
以
来
、
ポ
ス
ト
京
都
議
定
書
の
枠

組
み
を
決
め
る
気
候
変
動
枠
組
条
約
第
15
回

締
約
国
会
合
（
Ｃ
Ｏ
Ｐ
15：

本
年
12
月
に
デ

ン
マ
ー
ク
の
コ
ペ
ン
ハ
ー
ゲ
ン
で
開
催
予
定
）

に
向
け
、
多
く
の
国
際
会
議
が
開
催
さ
れ
ま

し
た
。

〈
洞
爺
湖
サ
ミ
ッ
ト
〉

昨
年
７
月
に
、
我
が
国
が
議
長
国
と
し
て

開
催
し
た
洞
爺
湖
サ
ミ
ッ
ト
に
お
い
て
、
50

年
ま
で
に
世
界
全
体
の
温
室
効
果
ガ
ス
排
出

量
の
少
な
く
と
も
50
％
の
削
減
を
達
成
す
る

目
標
と
い
う
ビ
ジ
ョ
ン
を
、
す
べ
て
の
気
候

変
動
枠
組
条
約
締
約
国
と
共
有
し
、
採
択
す

る
こ
と
を
求
め
る
こ
と
で
意
見
が
一
致
し
、

首
脳
宣
言
に
盛
り
込
ま
れ
ま
し
た
。

〈
Ｃ
Ｏ
Ｐ
14
〉

昨
年
12
月
に
ポ
ー
ラ
ン
ド
の
ポ
ズ
ナ
ン
で

開
催
さ
れ
た
Ｃ
Ｏ
Ｐ
14
で
は
、
ポ
ス
ト
京
都

議
定
書
の
合
意
に
向
け
て
、
議
論
が
行
わ
れ

ま
し
た
。
我
が
国
は
、
洞
爺
湖
サ
ミ
ッ
ト
の

成
果
を
反
映
す
べ
く
、
長
期
目
標
の
共
有
を

訴
え
、
鉄
鋼
、
電
力
な
ど
の
部
門
（
セ
ク
タ

ー
）
ご
と
の
温
室
効
果
ガ
ス
削
減
量
を
積
み

上
げ
て
国
別
総
量
目
標
を
設
定
す
る
手
法
な

ど
に
つ
い
て
各
国
の
賛
同
を
得
る
べ
く
議
論

に
積
極
的
に
参
加
し
ま
し
た
。

〈
交
通
分
野
に
お
け
る
地
球
環
境
・
エ
ネ
ル

ギ
ー
に
関
す
る
大
臣
会
合
（
Ｍ
Ｅ
Ｅ
Ｔ
）〉

国
土
交
通
省
は
、
本
年
１
月
に
、
交
通
分

野
に
お
け
る
気
候
変
動
・
大
気
汚
染
対
策
の

取
り
組
む
べ
き
方
向
性
に
つ
い
て
、
大
臣
会

合
を
主
催
し
、
主
要
な
先
進
国
・
途
上
国
の

担
当
大
臣
、
主
要
国
際
機
関
の
代
表
と
の
議

論
を
リ
ー
ド
し
て
大
臣
宣
言
を
と
り
ま
と
め
、

交
通
分
野
に
お
け
る
取
組
み
に
関
す
る
初
め

て
の
政
治
的
メ
ッ
セ
ー
ジ
を
世
界
に
発
信
し

ま
し
た
。

ま
た
、
同
じ
く
１
月
に
発
足
し
た
米
国
オ

バ
マ
政
権
は
「
グ
リ
ー
ン
・
ニ
ュ
ー
デ
ィ
ー

ル
政
策
」
を
推
進
す
る
な
ど
、
こ
れ
ま
で
地

球
温
暖
化
問
題
に
消
極
的
で
あ
っ
た
Ｃ
Ｏ
２
排

出
量
大
国
で
あ
る
米
国
の
姿
勢
を
大
き
く
方

向
転
換
さ
せ
て
お
り
、
ポ
ス
ト
京
都
議
定
書

の
行
方
な
ど
、
今
後
の
国
際
的
な
環
境
政
策

に
大
き
な
影
響
を
与
え
る
も
の
と
し
て
注
目

さ
れ
て
い
ま
す
。

国
土
交
通
省
で
は
、
目
達
計
画
の
進
捗
状

況
を
毎
年
点
検
し
、
必
要
に
応
じ
て
施
策
の

見
直
し
を
実
施
す
る
な
ど
、
京
都
議
定
書
の

６
％
削
減
約
束
の
確
実
な
達
成
に
向
け
た
施

策
の
強
化
を
図
る
と
と
も
に
、
新
た
な
ポ
ス

ト
京
都
議
定
書
の
合
意
に
向
け
て
積
極
的
に

貢
献
し
て
い
く
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

今
後
に
向
け
て

「自動車単体対策」　
「走行形態の　
　　　　環境配慮化」　

「交通流対策」　
＜約550＋α万ｔ＞　

（国土交通省以外の担当分野を一部含む）　

用　利　効　有　の　ー　ギ　ル　ネ　エ　、　源　資　る　け　お　に　道　水　下　・　
等　減　削　の　量　用　使　ー　ギ　ル　ネ　エ　の　設　施　道　水　下　・　

・自動車の燃費改善（トップラン
ナー基準）　
・低公害車の普及促進（クリーン
エネルギー自動車等）　
・エコドライブの普及促進　
・バイオマス燃料　等　

・住宅：約930万ｔ　建築物：約2,870万ｔ　
・改正省エネ法による大規模な住宅・建築物に係る担保措置の強化、一定の中小
規模の住宅・建築物も省エネ措置の届出義務の対象に追加等　
・証券化ローンの枠組みの活用、住宅・建築物省CO2推進モデル事業等　
・住宅の省エネ改修促進税制等　
・評価・表示による消費者等への情報提供（CASBEE・住宅性能表示制度） 　等　

・トラック輸送の効率化　
・鉄道、海運へのモーダルシフト　
・国際海上コンテナ貨物の陸上
輸送距離削減　等　

・鉄道等新線の整備　
・既存鉄道・バスの利用促進　
・通勤交通マネジメント　等　

・高速道路の多様で弾力的な料
金施策　
・自動車交通需要の調整　
・ＩＴＳの推進　
・路上工事の縮減　
・ボトルネック踏切等の対策　等　

環状道路等
の幹線道路
ネットワーク
の整備　等　

＜約2,760～2,960万ｔ＞　

「道路整備」　
従来から進めてきてい
る施策であり、2010年
のCO2排出量算定の
前提　

経済産業省・環境省分を含む　 警察庁分を含む　

自動車・道路交通対策　

環境負荷の小さい交通体系の構築　 その他　

「物流の効率化」　
＜約1,750～1,860万ｔ＞　

「公共交通の　
利用促進等」　
＜約270～380万ｔ＞　

総務省分を含む　

「鉄道・航空の　
エネルギー　

消費効率の向上」　
「テレワークの推進」　

＜約280万ｔ＞　

（注）＜数値＞は2010年度の排出削減・吸収見込量。　

家庭部門・業務その他部門　運輸部門　

産業部門　

一酸化二窒素対策　 温室効果ガス吸収源対策　

「住宅・建築物」　
・断熱性能の向上　
・空調設備等の効率化　
　＜約3,800万ｔ＞　

「建設施工」　
・低燃費型建設機械の普及　

＜約20万ｔ＞　

「下水汚泥処理」　
・高温燃焼（850℃）化　
＜約130万ｔ＞　

「都市緑化等」　
＜約74万ｔ＞　

「下水道」　
・新エネ、省エネ化　
　＜約90万ｔ＞　

※本資料については数値目標を掲げた施策のみ掲載　

図3 国土交通省の地球温暖化対策


